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漁業産出額の推移（２００８年～２０１５年）
5.8%
増

○２０１５年の漁業産出額は１兆５，９１６億円（前年比５．８％増）
○漁船漁業（海面）は前年比３．５％増加、７年振りに１兆円超え

出典：平成２８年度水産白書、農林水産省「漁業産出額」
http://www.maff.go.jp/j/tokei/kouhyou/gyogyou_seigaku/index.html
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昭和59(1984)年
生産量ピーク：1,282万トン

平成27(2015)年
469万トン

マイワシの漁獲量

昭和53（1978）年

沿岸漁業＋沖合漁業の

漁獲量（マイワシを除く）
ピーク：587万トン

昭和52（1977）年

米国及び旧ソ連等が

200海里水域を設定

日本の漁業部門別生産量等の推移

国内漁業生産量・産出額の推移と背景
－漁業産出額は３年連続で上昇－
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出展：平成２８年度水産白書

漁業就業者数の推移

○ 地方自治体やＪＦ等が主体となって新規就業者確保に向けた取組を実施。
○ 国も漁業就業相談会や漁業現場での研修を支援。
○ 新規漁業就業者は、近年２千人近くが継続して参入。

新規漁業就業者の確保・育成の取組



担い手に施策を集中し、循環型の生産構造へ
○ 「国際競争力の強化のための課題に取り組む者を、効率的かつ安定的な漁業経営体となるべ
く育成し、今後の漁業生産を担っていく主体として位置付け、経営施策を重点化（水産基本
計画）」
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浜が自ら考え実践する「浜プラン」の取組

○ 沿岸漁業は、地域毎に漁獲対象も漁業の実態等も異なることから、地域に即した成長戦略を計
画化し実践する「浜の活力再生プラン」を軸として、成長産業化に向けた取組を推進していくこと
が有効である。浜プランの取組は約7割の地域で掲げた所得向上目標を上回る等の成果をあげてい
るが、さらなる成果の向上を図るため、異業種との連携を通じた取組の高度化や広域プランに基づ
く産地市場の統合、施設の集約化、ITや高度な技術の活用等に取り組んでいく。

✓ 平成29年8月末現在、 646地区が実践中。
✓ 浜プラン取組の結果、年度別の所得目標を上回った地区は全体の７割。
✓ また、所得が向上した地区においては、収入向上の取組が多い。

進捗・成果
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収入の増加の取組

コストの減少の取組

所得目標を達成した地区における取組
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